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1 はじめに

オーストラリアは,1770年にキャプテソク"クにより発見され,イギリスによる領有宣

言の後,1788年にフ d リ"プ大佐一行カミシド・一湾に入植以来,1988年に入植200年を迎

えた,旧英連邦の一員である.周知のように,オーストラリフはコモソ・ローの国であり,

その法体系はイギリス法を承継している.また,この国は,1900年にイギリスの議会制定

法であるオーストラリア憲法に基づき結成された連邦国家であり,ヴィクトリフ州, ^コ.

サウス.ウェールズ州,南オーストラリア州,西オーストラリア州,クーーソズラソ.

ド州,タスマニア州の6つの州と,首都特別地域,北部特別地域の2つの準艸はりなり,

首都はキ十ソベラで,各艸Wこはそれぞれ州都がある.連邦政府と各州政府の権限について

は憲法により定められて船り,連邦議会の立法権は専属的立法権(憲法52条)と州議会と

の競合的立法権(同51条)に分けられ,家族に関する法律の制定に関しては,「婚姻」(同

51条21号),「離婚船よび婚姻事件ならびに,とれらに関連して親権ならびに未成年者の監

護船よぴ後見」(同22号)につき,連邦議会が競合的立法権限を有している.しかしなが

ら,この連邦の権限は長い間行使されず,各州は,イギリス本国法にならって,それぞれ

独自の州法を制定し,それを発展させてきていた.連邦法として初めての制定法は,

1959年婚姻事件法(M祉rimo"ialcauses Act1959)であり,これにより,それまで州毎に異

なってぃた離婚原因が統一され,婚姻事件に関する法制度が整備された.つづいて,現行

婚姻法である1961年婚姻法(Maniage Act196D カミ制定され,婚姻の成立要件を含めて,

婚姻に関する連邦統一法が整備され九.最後に,1959年婚姻事件法に代わるものとして,

1975年怨族法(Family Law Act1975)カ:制定され,それまでの離婚船よぴ婚姻事件に関す

る規定を変更するとともに,新たに,子供の監護船よび後見,子供および配偶者の扶養,

婚姻財産の清算,ならぴに緊急の差止め命令に関する規定が整備された.家族に関する法

規で,連邦法で規定するもの以外の事項については,州法で規定されて船り,養子法,相

続法等は州の管轄となっている.

オーストラリアの家族法につぃては,わが国ではこれまで紹介、少なく,家族に関する

紛争にっいても,イギリス同様,実体法と手続法が区別されて船らず,1つの法典のなか

に両者が混在してぃるので,ここでは家庭裁判所を中心に,家族の問題を扱う裁半舮mこつ

き簡単に紹介するとともに,婚姻,親子,扶養およぴ相続という実体法についてもあわせ

て紹介する.

オーストラリアの家族法

2 オーストラリアの家庭裁半舮斤

①家庭裁判所の創設

現行家族法は1975年6月12日に制定され,翌年の 1月5日より施行された・それ以前の
オーストラリアの家族法は,さまざまな歴史的,宗教的影響の混ざりあったものであっ

た.その影響の最ナこるものは,イギリスにおいても,かって家族法に大きな影響を持って

いた,イギリス国教会の古来よりの教会法であった.キリスト教的道徳観は,今日に溺い
ても信念上しては多くの者に支持されているであろうが,これを法律の場面から元全に払

拭するものとして,1975年に現行家族法が制定され,婚姻に関する法制度を合理化し,そ
れを執行するために第4章で家庭裁判所にっき規定し,オーストラリア家庭裁判所が創設
された.この裁判所は,家族法の問題を扱う連邦の第一審レベルの裁判所であり,それま

で州船よび準州の最高裁判所により行使されていた家族法に関する裁判権を引き継いだ・
原則としてオーストラリア家庭裁判所がオーストラリア全士にわたってその裁判権を行使
してぃる.この裁判所の創設は,「憲法51条に規定する連邦の全権限を付与された,家族

法の問題を専属的に処理する連邦裁判所を設置する必要性がある」という,憲法およぴ法
律問題に関する上院常任委員会(TheS印atestandingcommitteeonconstitutionaland Legal
A倫i内)の勧告に従ったものであり,家族問題を処理するカウソセリソグやコソシリエイ
シ,ソ等の法律以外の専門家による手続きを家庭裁判所に統合し,家族の安定のために当

事者の意思を尊重し,和合を促し,最終的に訴訟裁判所として家庭裁判所が司法権を行使
するというのがそのねらVである.

②家庭裁判所の機能

オーストラリフ家庭裁判所は,上級の正式記録裁判所としての地位を有し,上訴部とー

般部により構成されて船り,上訴部は,主席裁判官船よぴ上席裁判官で構成され,それ以
外の裁判官は一般部に任命されてぃる.すべての裁判官は,連邦または州裁判所の裁判官
の経験を有する者,もしくは,連邦上訴裁判所,ま九は州最高裁判所に5年以上登録して
いる弁護士の中から,総督により任命され,憲法上その地位を保障されて兆り,定年は

65歳とされてぃる.その資格は,「家庭裁判所の裁判官は,家族問題を扱うにふさわしし'
特別の資格を有するべきである」という,上院常任委員会の要望を受けて,一般に裁判官
に要求される法律資格に加えて,家族法にかかわる問題を処理するにふさわしいような訓

練,経験および賓質を有するととが要件とされている.

現在のオーストラリアでは,家事紛争の解決に果たすカウソセリソグの役割が重要視さ
れ,現行家族法でカウソセリソグの手続きが規定されている.現行家族法によれぱ,婚姻
カウソセリソグ協会(The Marriage counce11ing organization)と家庭裁判所カウソセリソ

グ.サービス(The Family co゛rt co゛n舵11iog seNice)カミ公認されており,別居の泱定や訴

訟手続きの開始前にカウソセラーに相談することカミ勧められている.カウソセリソグと

オーストラリフの家族法
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は,専門的教育を受けたカウソセラーによって,家族の紛争を円満に解決することを援助
する手続きで,訴訟を提起しょうとする者は,家庭裁判所に所属してぃる家庭裁判所カウ

ソセラーのカウソセリソグを受けるととになっている.彼らは,カウソセリソグやコソシ

リエイシ,ソにっいての専門の訓練を積んだソーシャル・ワーカーや心理学者であり,裁

判所の専任の職員である.彼らが扱うのは,主として,別居により生じる問題,子供の福

祉,面接交渉およぴ子供の監護等の問題である.公認のカウソセリソグ以外にも,例外的

に特定の人物または団体をカウソセリソグのために推薦するととが,現行家族法上三忍めら

れている.その理由は,オーストラリフが多民族国家であるためで,夫婦が,ある特定の

宗教,民族または社会グループに属している場合,例えぱ,トルコ等の回教の国からきた

夫婦で,英語がほとんど話せないか,または全く話せないような場合には,通常のマリ

ジ.カウソセリソグでは明らかに不十分であり,彼らが必要とする人または団体を与えて

あげることが必要であり,また有効でもあるからである.カウソセリソグは,単に心情的

なアドバイスを与えるだけでなく,夫婦間の問題が医学上のアドバイスを必要としてぃる

ような場合には,それらも含めてカウソセリソグが行なわれることになってぃる.カウソ

セリソグやコソシリエイシ"ソは,家族の崩壊をできるだけ防止するために,夫婦の和合

を援助し,やむをえず離婚をするような場合に、,当事者の敵対感情をできるだけ和ら

げ,離婚後の子供の問題兆よび当事者の扶養問題を考慮し,円滑に離婚ができるよう援助

する.離婚に付随する子供の監護や扶養問題等は,できるだけ当事者の合意に基づく解決

が望ましく,合意が得られれば,それを裁判所が承認し,判決の内容にもりこまれること

により,効力をもつことになる.合意が成立しない場合には,裁判官の判断に基づいて,

判決により解決カミはかられる.

カウソセリソグの制度に加えて,オーストラリアでは,新たに調停の制度が導入され

た.従来の制度は,訴訟提起の前後を通じての子供の問題に関するカウソセリソグや訴訟

提起後の当事者間の財産問題等の話合いのためのカウソセリソグが中心であったが,

1991年に調停および仲裁法(The Mediatiooand Arbitr祉ion ACD が制定され,家庭裁判所

に船ける調停制度が創設され,それまでの経費がかさみ長期にわたって当事者が敵対す

る,訴訟による紛争解決の方法に加えて,当事者の合意で紛争を解決するための制度とし

て,オーストラリフでは船羚いに期待されている.家庭裁判所の調停は,任意のものであ

リ,調停をするには両当事者の合意が要求される.調停委員は,法律学船よぴ社会科学の

知識のある者の中から,裁判所によって選任される.従来のカウソセリソグの制度とは異

なり,調停委員は,家族間の問題を解決するために,法律的な意見を述ベ九り,または,

当事老の感情的な問題を扱ったりすることはなく,紛争となっている争点の発見,要点の

整理,選択し得る結論の提示,情報の提供,当事者双方が満足するような結論の提示等を

行ない,最終的に,調停案を作成し,当事者が応じれぱそれは裁判所に記録として登録さ

れることになる.家庭裁判所の調停では,紛争となっている問題の争点を1つずつ徐々に

解決していくが,子供の間題および財産の問題についての判断は,紛争当事者に任されて

いる.との調停制度の遵入により,それまでは,財産問題は訴訟提起後でなけれぱカウソ

セリソグの対象とすることができなかったものを,訴訟提起前の段階から,子供の問題と

同時に,家事紛争解決のための調停を行なうことが可能となったのである.財産の問題と

子供の問題を同時に扱うような場合は,同時調停(CO・Mediation)と呼ぱれ,法律知識を

有するものと,社会科学の知識を有するものの2名の調停委員により,性別のバラソスも

考えて,男女1名ずつの調停委員により調停が行なわれる.全ての事例に調停が効果的で

あるとはいえないが,紛争当事者は,他者による判断よりも自分たち自身で作り上げた合

意に満足する傾向が高く,また履行される確率が高いというのが裁判所の見解であり,ま

だ歴史も浅く,問題点も多いが,この制度の将来的発展に期待をしているようである.

(3)家庭裁判所の裁判権

オーストラリア家庭裁判所は,西オーストラリア州と北部特別地域を除くオーストラリ

7全士にわたる婚姻訴訟の裁判権を付与されている.西オーストラリアでは,州家庭裁判

所が連邦の問題にっいても例外的に管轄権を有している.北部特別地域では,その準州の

最高裁判所力:連邦家族法の問題と州法上の家族問題を扱っている.子の監護,扶養,船よ

び夫婦財産の問題にっいての保全処分の権限は,連邦の家庭裁判所と州の下級裁判所であ

る治安判事裁判所および地方裁判所が重畳的に管轄権を有している.

家族に関する規定は,連邦の規定する現行婚姻法船よび現行家族法等に止まらず,養子

法,相続法兆よひ事実婚に関する法規のように州法によって規定されている、のも多く存

在する.連邦と州とで家族法の領域を区分することは,その裁判権も当然分けることにな

リ,連邦裁判所であるオーストラリア家庭裁半舮爪ま,連邦法の規定する事件に関する裁判

権のみを有することになる.それ故,州法カミ適用される婚外子(ex・nuptね1血ild),事実婚

(defad0 托ねtionship),養子縁組,および相続等については一般に裁判権を有しないとさ

れてぃる.連邦と州の区別力:明確である場合には問題はないが,たとえぱ,オーストラリ

ア家庭裁判所が混合家族の子供に関する裁判権を除外されたり,逆に州裁判所が,半血の

兄弟姉妹や継兄弟姉妹に関する裁判権を除外されたりするような場合には不都合が生じる

ととになる.この裁判権の不明確さは,州法では認められるが連邦法では否定されている

ような問題につき,自分に有利な判決を求めようとして,「裁判所あさり(f0加m shop・

Ping)」を可能にする場合も生じ得る.ま九,婚姻関係にある夫婦と,その財産に対して

利害を有する第三者の間の紛争を解決するために,州裁判所にその事件が係属している間

は,家庭裁判所の手続きが停止されなけれぱならないといったような事態も生じ得る.

・サウス・ウェールズ州を例にとってみると,連邦家庭裁判所に兆ける夫婦間の財産^^

関係の清算や扶養の判断と,州法(TheFamilyprovisionAd1975N.S.W.)上認められてい

5ず:

12 オーストラリフの家族法
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る離婚した相手方配偶者の死亡財産に対する請求権との関係においても複雑な問題が生じ

る.これまで,何度か現行家族法が修正され,現行家族法の下で管轄権を有する連邦家庭

裁判所の権限を拡張するという方向で解決がはかられているが,まだ完全であるとはいえ

なし、.

このような,連邦と州の管轄権が重畳的に存在することにつVて,西オーストラリアの

事例は注目に値すると思われる.前述のように,西オーストラリア州家庭裁判所は,現行

家族法により連邦裁判権を付与された州裁判所である.同時に,この裁判所は,西オース

トラリフ州法である,家庭裁判所法(Th. F.mily C御此 Act1975 W. A.)により,事実婚関

係にある夫婦の財産,婚外子の監護,後見,面接交渉船よぴ扶養に関する州の裁判権が付

与され,加えて,同じく州法である児童福祉法(Thechildw.1仏托Act1947W.A.)で規定

されてVる,保護を要する子供に関する裁判権も,子供の福祉のための少年裁判所として

権限カミ与えられて船り,州養子法(The Adoptionofchild托O Act1947 W. A.)に関する裁判

権も有しているので,家族に関する大部分の裁判権が,第一審レベルでは1つの裁判所に

統一されたととになり,望ましい、のであるといえる.

このように,オーストラリフは,連邦と州という構造から,法律の規定ビとに管轄権の

争いがあるが,ここで,簡単に連邦裁判所である,オーストラリア家庭裁判所に付与され

ている裁判権を挙げると次のようになる.

①現行家族法に規定されている婚姻訴訟,またしま1959年婚姻事件法に規定されてい九

もので,現行家族法に承継されている婚姻訴訟.

② 1961年婚姻法第7章に規定する手続き中,刑事手続き以外で生じる問題.例えぱ,

婚姻年齢に達しない場合の婚姻法の適用免除の判断,未成年者の婚姻に対する父母の

同意の免除の判断,嫡出性付与のための訴訟手続き等がある.

③準州における,事実婚,婚外子,養子縁組等に関する裁判権.

④婚姻訴訟以外の問題で,現行家族法により裁判権が付与されているもの.

連邦家庭裁判所の有する権限として,現行家族法(S.3)は,関連裁判権につき規定して

いる.それは,家庭裁判所に対して特に付与されたものではないが,家庭裁判所の有する

権限と密接に関連する,連邦法の問題に対する管轄権と定義される.例えぱ,現行家族法

で規定する夫婦の財産に関する管轄権と関連して,破産法の問題を審理する必要性が生じ

る場合がある.このような場合には,本来,破産法の問題を管轄する裁判所の管轄権をで

きるだけ侵害しないように配慮する必要性があり,家庭裁判所が破産法上の仮差押え命令

を出したり,またはそれを取消したりすることはできない力:,関連裁判権として,必要な

範囲で連邦家庭裁判所の管轄が認められている.その場合に,第三者に対する影響を必要

最小限度に止めることが要求されている.この関連裁判権は,州法上の問題にまでは拡張

されないのが原則であるが,例外的に婚外子の事例で管轄権を認める判例も登場し,その

範囲を含めて,可否につき見解が別れているようである.

裁判所の当然の権限として,裁判所の判断を適切に実行するために,判決船よび命令を

訂正する権限管轄権を侵害されるような形でなされ九判決を取消す権限,子供の監護権
が違法に侵害されてぃるような場合にそれを救済する権限等は,特に規定がなくても連邦
家庭裁判所により行使することが認められている.

連邦家庭裁判所では,第一審レベルでは通常1人の裁判官によって審理が行なわれ,上

訴にっいては合議体での審理が行なわれる.合議体は3名以上の裁判官で構成され,その

過半数は上訴部の裁判官により構成される.上訴は,治安判事裁判所(Ma即S廿ates'C0ⅢD

および地方裁判所(Localcourt)等の州や準州の下級裁判所からなされる場合と,連邦家

庭裁判所の第一審判決に対してなされる場合がある.上訴は,シド島一の主席登録官

(P"nciP田 RegiS廿y)に対して上訴の申立てを行なし、,相手方にその写しを送付しなけれぱ

ならないとされてぃる.法の重要な部分にっき誤りがある場合,または公共の利益と関わ

りのあるような場合には,終審の裁判所として,連邦最高法院(theHighc0Ⅲt)に上告を
することになる.

3 オーストラリアの家族法

姻①婚

オーストラリアの現行連邦家族法は,1961年婚姻法(The Maniage Ad 196D と,1975

年家族法(TheFamilyLaw Act1975)がその中心であり,州の権限である養子船よび相続
にっし、ては各州がそれぞれ規定をしている.ここでは,これらの規定のなかから,婚姻,

親子船よぴ相続に関する制度を紹介する.

オーストラリアに兆いて、,わが国と同様,「婚姻は他の全ての者を排除し,1人の男

性と1人の女性力:,生涯その自由意思により結合することである」と考えられている.現

行家族法で,後述するような徹底した破綻主義が採用されているが,依然としてこのよう

に考えられているようである.

婚姻の成立過程をみると,まず当事者間に婚約がなされて,一定期間が経過した後,儀
式を挙げて共同生活を開始しているようである.婚約が成立すると,当事者間で婚姻を意

図した贈与がなされることもある.そして,最終的に婚姻の登録が行なわれる.概ね,わ

が国の婚姻成立過程と類似しているカミ,異なる点、いくつかある.

婚約は,法律的には何ら意味を有しなし、と,明文で規定されている(The Ma打iage Act

196]S.1ⅡAaD.これにより,従来,損害賠償とし、う形で提起されていた婚姻の約束違反

に対する訴訟が廃止され九.婚約に際して,婚姻を意図する贈与がなされた場合に,婚姻
が成立しなかったときには,その履行を正当とする約因(C0船idaation)が取り除かれた

という理由から,原則として返還請求を認めている.その場合には,贈与に関する一般原

則が適用されている.
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(a)婚姻の要件オーストラリアに兆いても,婚姻が有効に成立するためには,法

律の定める実質的要件と形式的要件を備えなければならない.

実質的要件としては,まず第一に婚姻意思の合致が要求されている.これは,わが国と

同様,特に要件として掲げてはいないが,最も重要な実質的要件であり,婚姻の無効原因

として規定されている(The Marriage Act1961S.23(1Xd)).

第二番目の要件として,婚姻年齢に達していなけれぱならない.オーストラリフにおけ

る最低婚姻年齢は,男子18歳,女子16歳である(同,S.1D.しかし,これに対しては例外

が認められており,16歳には達しているが18歳には達していない男子,主たは,14歳に

は達しているが16歳には達していない女子で,最低婚姻年齢に達している相手と婚姻を

しようとする者は,州裁判所の裁判官に対して婚姻の許可を求めることが認められている

(同, S.12①).婚姻を許可するかどぅかは,裁判官の裁量であり,例外的に婚姻が認めら

れる場合がある(同, S.12(2Xb)).

第三番目の要件として,重婚が禁じられている.重婚とは,配偶者のある者が,重ねて

婚姻をすることである.婚姻の無効原因として,「いずれか一方の当事者が,婚姻のとき,

すて、に適法に他の者と婚姻をしていること」と規定されている(同, S.23axo)).

第四番目の要件巴して,ある一定範囲の近親老の婚姻が禁じられている.婚姻禁止親等

の範囲は,現行家族法制定後,1976年に現行婚姻法が修正され,「本人とその直系尊属ま

たは直系卑俗もしくは兄弟姉妹(父母もしくは父または母が同じである者)」と規定されてい

る(同,S.23②).姻族間の婚姻制限は廃止され,血族間の制限範囲も縮小された.

第五番目の要件として,未成年者が婚姻するには,親または後見人の書面による同意が

要求されている(同,S.13).同意を得ることが不可能な場合には,連邦法務長官により任

命された公認の婚姻司祭者を含む指定機関は,未成年者の書面による申立てに基づき,親

または後見人の同意なしで婚姻を承認することカミ認められている(同, S.15.S.5n)).親ま

たは後見人が同意を拒否した場合,未成年者は,州裁判所の裁判官に対して婚姻の同意を

求める申立てをすることが認められている(同, S.16).同意の拒否力:不当であると認めら

れる場合に限り,裁判所により同意が与えられる.しかしな力:ら,婚姻が,必要な同意を

得ないでなされた場合でも,当事者は罰金の言渡を受けることはあっても(同,S.95),無

効とされることはない(同, S.48(2)(fD.

婚姻成立の形式的要件として,オーストラリフでは,資格を有する司祭者により婚姻の

儀式が挙行されなけれぱならない(同,S.4D.婚姻をしようとする者には,各自の出生証

明書船よび必要があれぱ離婚または前婚配偶者の死亡証明書の提示が要求されており,挙

式日の,最低1力月から最高6力月前に司祭者に対して文書による通知を提出しなけれぱ

ならない(同,S.42).各当事者は,所定の様式で自分の婚姻状況船よび法律上の婚姻障害

が存在しないことの宣をしなけれぱならない(同,S.42aXの).婚姻の儀式はいつ,どこ
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で行なってもよいが(同, S.43),儀式には少なくとも 2人以上の成人の証人が立ち合わな

けれぱならない(同, S.44).婚姻の儀式力:挙行されると,その婚姻に対して,婚姻力:正式

に挙行されたことを示す証明書が作成され,その婚姻は登録されることになる(同,S

50).

(b)婚姻の無効オーストラリフに船いては,前述の婚姻の実質的要件のうち,未

成年者の婚姻に対する親または後見人の同意以外の要件は全て無効原因となる(同,S.23

aD.婚姻の形式的要件である挙式については,前述のような要件が定められているが,

たとえそれらの要件を欠いていたとしても,必ずしも婚姻の効果に影響があるわけではな

い.現行法上は,婚姻をしようとする当事者双方が,儀式を挙行する司祭者が資格を有し

ないということを知ってぃた場合,主たは,法律で定める挙式の際の宣誓の文言(同,S

45)を欠く場合の2つの場合にのみ無効とされる.したカミつて,当事者のいずれか一方

が,儀式を挙行した司祭者が資格を有すると信じ,船互いに適法な誓いの文言を述ベてい

た場合には,その婚姻は無効とはならなL、.

圃婚姻の効果婚姻が有効に成立すると,当事者間に法的効果が生じるが,それ

は配偶者権(con釦虻ルmvitae)と呼ぱれる.その意味は,夫と妻力;互いに夫婦として協力

することであり,性的交渉,同居,協力,扶助,子供の養育等がその内容である.オース

トラリフに邦いては,この内容が少しずつ変容してきて船り,例えぱ,お互いの扶養義務

にっいては,一方当事者が十分に自立できない場合にのみ,他方が合理的に可能な範囲で

扶養をなす義務力:あると規定されているし(TheFamilyLawAct1975S.72),性的交渉の継

続的同意の推定についても,艸ルこよっては特定の強姦罪につき,婚姻関係にあるという事

実を抗弁として認めないところもでてきている.

夫婦間の財産については,婚姻により特に影響を受けることはなく,争いがあれぱ,エ

クィテd 一の原則に従って処理される.その際用いられるのは,信託の法理である.オー

ストラリアでは,配偶者の一方名義で購入された財産に他方が直接財産的貢献をなす場合

には,その負担部分と等しい持分を認めるという復帰信託けeS田tmgtNSD の考え方や,

財産の名義人である一方配偶者にそのまま権利を認めることが,なんらかの貢献をなした

他方配偶者にとって著しく不公平であるような場合に,正義公平の観点から法律上当然に

持分権を認める法定信託(C0鵬tNctNetr鴫t)という考え方が用いられているようである.

(d)婚姻の解消婚姻の解消とは,完全・有効に成立した婚姻を消滅させることで

あり,解消原因としては,配偶者の死亡と離婚とがある.死亡解消については,わが国と

同様,特に明文の規定はないが,解消事由の1つであることには疑い力:ないであろう.死

亡により婚姻が解消されると相続が開始することになる.ここではもう1つの解消原因で

ある離婚について紹介する.

オーストラリアでは,現行家族法カミ制定され,徹底した破綻主義が採用され九.現行法
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困窮してし、る子供に対して家庭を与え,養親のもとで,実子と同様に育てることであり,

当然のことながら,子供の福祉が最も優先される.従って,実親との関係は完全に遮断さ

れ,その権利義務は消滅し,養親に親としての権利義務および責任が課せられる.養子の

要件としては,州によって年齢に差があるが,縁組申請時または実際に養育を始め九とき

に一定年齢以上に達している子を養子とすることは認められていない.その年齢は,西オ

ーストラリア州では15歳,南オーストラリア州では20歳であり,それ以外のところは,18

歳となっている.養親となるには,原則として夫婦カミ共同で縁組をすることが,要求され

て船り,例外的に,単独であってもそれが子供の福祉にかなう場合には認められる場合が

ある.

(3)相 続

相続に関しては州に権限があり,各艸1が独自の法を有しているが,内容は概ね類似して

いる.被相続人の財産は,遺言があれぱそれに従い,有効な遺言が残されていない場合に

は,無遺言相続の規定に従う.

原則として,18歳以上の者に遺言作成能力が認められるが,特例遺言として規定される

老,例えぱ婚姻をしている者,軍隊に所属している者,京たは船員等は,例外的に18歳未

満であっても有効な遺言を作成することが認められている.当然のことであるが,有効な

遺言を作成するためには,意志能力が必要であり,遺言の意味および'言に従って自分の

財産を処分するということを理解する能力が要求されている.遺言により財産を承継すべ

き者が,遺言作成者より先に死亡した場合には,無遺言相続の規定に従って相続される.

しかしながら,これには例外があり,子供に財産を相続させることを内容とする遺言の場

合には,遺言作成者より以前に子供が死亡していた場合であっても,遺言作成者の死亡後

に子供が死亡したものとして相続力:行なわれる.また,財産が共有されているような場合

には,遺言およぴ無遺言相続の規定にかかわらず,生存共有者が自動的に被相続人の持分

を取得する.家族が同時に死亡したような場合には,年長者が先に死亡したものと推定さ

れる.未成年の子供がいるような場合には,遺言で後見人の指定をすることができるが,

指定力:ない場合には,州裁判所が子供の後見人を指定することになる.遺言を作成するに

際しては,通常,法律家の助けを受けることが一般である.

有効な遺言を作成するためには,幾つかの形式的要件を満たしていなけらぱならない.

形式的要件として,・タイプま九は手書きのし、ずれでもよいが,必ず書面により遺言書を

作成すること,・遺言作成には,必ず2名以上の証人が必要とされ,本人およぴその証人

によりサイソがなされてし、ること,・遺言が2頁以上にわたる場合には,遺言作成者によ

リ,各頁の末尾にサイソがなされること等が要件とされている.遺言には必ず一定の宣

文言が要求されて船り,遺言が証人の立合の、とに作成され,証人は相互の立合のもとで

サイソをなしたことが遺言書に記載され,その期日を記載することになっている.
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遺言を執行するためには,裁判所による検認を受けなけれぱならない.遺言に対して異

義を申立てる者がなく,一定金額以下の財産(ニュー・サウス・ウ.ールズ州,1993年現在,

15,000ドル以下)にっいては,州最高裁判所の検認登録官または地方裁判所の事務官によ

つて遺産の処理をすることが認められている.

有効な遺言が存在しない場合には,無遺言相続の規定(i址estecy)にしナこがう.各州そ

れぞれ規定を有するが,内容は概ね類似しているので,ここではニュー.サウス.ウェー

サウス.ウェールズ州では,1977年に遺言,検認羚よルズ州の規定を紹介する. .ニコ、^ .

び執行に関する法律が改正され(The wiⅡS, pmbote aod AdmmiS廿atioo (Ame"dmeot) Act

197フ),1978年1月1日より施行されている.相続は,遺産の総額兆よび相続1順位に従い,

法律により各相続人の相続分が定められている.相続順位としては,配偶者または子供が

まず相続人となり,子供がいない場合は配偶者が全ての財産を相続し,配偶者が既に死亡

してぃる場合は,子供が均等に相続する.配偶者船よぴ子供が相続人となる場合は少し複

雑で,財産の総額から,まず100,000ドルを配偶者が相続し,残りの財産にっき配偶者兆

よび子供が二分のーずっ相続することになり,子供が複数の場合は,その二分のーを各自

均等に相続する.従って財産が100,000ドル以下の場合には配偶者が全ての財産を相続す

ることになる.また,居住用不動産については特例が設けられており,その額にかかわら

ず生存配偶者が優先的に相続する.従って,居住用不動産の価格が,配偶者の本来の相続

額を超えてぃる場合には,子供は財産の総額から居住用不動産の価格を引いたものしか相

続できないことになる.家財道具は相続財産から切り雜され,全て配偶者が承継する.子

供が被相続人よりも先に死亡しているような場合には,その直系卑属による代襲相続が認

められており,代襲相続人が複数の場合には,被代襲者の相続すべき財産を代襲者が均等

に相続する.配偶者には事実婚の配偶者も含まれて船り,子供にっいては,嫡出,ヲ歐商出

の区別はない.養子にっいては,法的には養親の子であり,実親との関係は遮断されてい

るので,養親子間で相続が行なわれることになり,実親子間の相続は認められない.配偶

者船よぴ子供が存在せず,代襲相続人もいない場合には,父母が相続人となり,均等に財

産を相続する.配偶者,子供兆よびその代襲者,父母のいずれも存在しない場合には,全

血の兄弟姉妹,半血の兄弟姉妹,祖父母,伯父伯母,半血の伯父伯母の順で相続する.兄

弟姉妹には,全血半血を問わ・ず代襲相続が認められている.これらのいずれも存在しない

場合には,財産は艸Wこ帰属することになる.
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おわりに

オーストラリアでは,家族法に関し幾っか注目すべき動きがある.婚姻のところで述

たように,徹底した破綻主義の採用もその1つであるが,ここ最近の新しい試みとして,

事実婚保護と子供の養育費の履行確保につき簡単に紹介する.
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世界的傾向であろうと思われるが,婚姻外の男女の共同生活が近年非常に増加して船

リ,その扱いが各国で重要な問題になってきている.オーストラリアでは,事実婚に関し

ては連邦の権限は及ばず,州の管轄となるが,この問題に対して立法的に処理しようとす

る州カミ登場している.1984年のニュー・サウス・ウェールズ州の立法(De Facto Relation.

Shゆ$ Act 1984 N. S. W.)に始まり,その後19釘年のヴークトリア州でも,従来の財産法

(The p"ope此y Law Ad 1958 Vict0貞a)に新ナこに規定(Real prope此y of De Facto part"e玲)を

追加する形で同様の立法が行なわれた.事実婚保護法の内容を要約すると,公平な財産の

清算,補償的扶養,船よぴ同棲・別居の合意の三つにまとめられる.財産を清算する場合

に,事実婚当事者の非財産的貢献および間接的貢献をも考慮に入れて,関係解消の際の財

産の清算を行なうことが規定され,貢献というプラスの要素を解消の際に取り戻させると

いう形で,公平な清算を図っている.扶養に関しては,あくまでも例外的扶養であるが,

事実婚が原因で所得能力が減少したり,子供の養育のため自らを適切に扶養できない場合

に例外的に認められるものであり,事実婚によりとうむったマイナス的要素である損失

を,相手方に補償させるという形での扶養である.同棲・別居の合意とは,同棲しようと

する者または別居しようとする者が自分九ちの財産の問題・扶養の問題に関し契約するこ

とであり,従来は,性関係に関する契約として,公序良俗に反し無効とされていたもの

を,有効な契約として制定法上承認した.

破綻主義離婚法が世界の離婚法の趨勢であろうと思われるが,その際に子供の扱いが重

要な争点となり,離婚後の子供の福祉をどのようにして実現するかが重要な問題となって

きている.この領域でも,オーストラリアで制定法による新たな試みがなされている.子

供の養育計画(ThechildS叩P0此Soh.me)と呼ぱれるもので,19釘年に子供の養育に必要

とされる費用を過不足なく確保するために,新たな規定(S.66)が現行家族法に追加され,

それを受けて,履行確保のための法律として,1988年と1989年に子供の養育に関する法

律カミ2 つ(The child support (registration and c011ection) Ad 1988, The child support

(Asse部m印t) Ad 1989)制定された.1988年法は,子供に対して養育費を支払う責任のあ

る者の賃金または給与から,自動的に養育費を控除するための法律であり,1989年法は,

養育費の算定に関する規定で,実際に子供を引取って養育している者が,子供の養育費担

当の税務審議官に対して,相手方に請求できる養育費の額の算定を求めれぱ,規定に従っ

てその額が決定される.

オーストラリフの家族法ににつき概観してきナこが,この国は,イギリス法の影響を強く

受けながら,一方では積極的に制定法を取り入れ,独自の法体系を形成しつつある.ま

た,現代家族の抱えている諸問題にも積極的に,先進的な取組をして船り,今後の動向に

注目したい.
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